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第一部　企業情報

　第１　企業の概況

　　１．主要な経営指標等の推移

　　　（１）当事業年度の前４事業年度及び当業事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回 次 第 73 期 第 74 期 第 75 期 第 76 期 第 77 期

決 算 年 月 平成 10 年３月 平成 11 年３月 平成 12 年３月 平成 13 年３月 平成 14 年３月

経 常 収 益 6,087 百万円   5,396  5,224 4,860 4,746

経 常 利 益
（ △ は 経 常 損 失 ）

370 百万円     248    70 △　2,149 △　844

当 期 純 利 益
（ △ は 当 期 純 損 失 ）

194 百万円     135    28 △　1,256 △　493

資 本 金 2,101 百万円   2,101   2,862 3,862 3,862

発 行 済 株 式 総 数 1,610 千株   1,610  2,118 3,007 3,007

純 資 産 額 5,029 百万円   6,454   7,907 8,554 8,044

総 資 産 額 165,890 百万円 176,050 179,041 187,244 184,693

預 金 残 高 148,252 百万円 156,078 160,772 168,656 167,681

貸 出 金 残 高 113,561 百万円 118,471 119,934 125,798 124,236

有 価 証 券 残 高 33,998 百万円  37,145  38,451 40,602 35,311

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,123 円 61 銭 4,009 円 02 銭 3,732 円 08 銭 2,844 円 16 銭 2,674 円 61 銭

１ 株 当 た り 配 当 額
( 内 1 株 当 た り 中 間 配 当 額 )

50 円
（　25 円）

50
（　25　）

旧株50 円新株14 円 35 銭
(旧株25円新株 －)

旧株 40 円新株 22 銭
(旧株20円新株 －)

20
(20)

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
( △ は １ 株 当 た り 当 期 純 損 失 )

121 円 03 銭  84 円 05 銭  16 円 17 銭 △591 円 81 銭 △164 円05 銭

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

　　－　円 － － － －

単体自己資本比率（国内基準） 　 6.39％ 6.53 8.28 8.43 8.30

自 己 資 本 利 益 率 ― ― 0.39％ △　15.26 △　6.73

株 価 収 益 率 ― ― ― － －

配 当 性 向 　41.31％ 59.48 309.36 △　6.75 △　12.19

営業活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ ― ― △  　637 百万円 563 1,464

投資活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ ― ― △　1,309 百万円 △　1,814 5,579

財務活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ ― ― 1,429 百万円 1,895 △　102

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の
期 末 残 高

―   3,368 百万円 2,850 3,495 10,436

従 業 員 数
〔外 ､ 平 均 臨時 従 業員 数 〕

　　366 人 361 337
〔23〕

325
〔32〕

311
〔37〕

（注）１．第７４期の財務諸表における税効果会計につきましては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第３項に基づき、この省令により改正された財務諸表等

規則の規定を適用しております。

　　　２．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　　　３．第７７期中間配当についての取締役会決議は平成１３年１１月１３日に行いました。

　　　４．１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は期中平均株式数により算出しております。

　　　５．自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、

当行は国内基準を適用しております。

　　　６．当行は連結財務諸表を作成しておりませんので、「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」については

記載しておりません。

　　　７．第７３期（平成１０年３月）以降の単体自己資本比率（国内基準）は、銀行法第２６条に基づく早期是正措置の導入

に伴い平成１０年３月３１日から施行された大蔵省告示に基づいて算出したものであります。

　　　８．当社の株式は非上場・非登録のため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率は記載しておりません。

　　　９．従業員数は、平成 12 年 3 月期から就業人員数を表示しております。
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　　２．沿革

当銀行は、商号を株式会社三栄相互銀行と定め、本店を奈良市に置き、資本金50 百万円をもって、昭和28

年 3 月 16 日設立し、奈良県下唯一の本店所在相互銀行として貯蓄の増強と地元産業中小企業育成に努め、以

来 49 年を経過しました。

この間、昭和 50 年以降事務機械化を推進し、事務の効率化と取引先に対する機能サービスの充実を図って

まいりました。そして、平成元年４月１日をもって普通銀行に転換し、商号を株式会社奈良銀行と変更致しま

した。平成 13 年 12 月に大和銀行、近畿大阪銀行と共同で株式移転により「大和銀ホールディングス」を設立

し、その完全子会社となりました。

　　３．事業の内容

　　　(１) 預金業務

(ｲ) 預　　　金 当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、　納

税準備預金等を取扱っております。

(ﾛ) 譲渡性預金 譲渡可能な定期預金を取扱っております。

　　　(２) 貸出業務

(ｲ) 貸　　　付 手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。

(ﾛ) 手形の割引 銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取扱っております。

　　　(３) 商品有価証券売買業務 国債等公共債の売買業務を行っております。

　　　(４) 有 価 証 券 投 資 業 務 預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、　そ

の他の証券に投資しております。

　　　(５) 内 国 為 替 業 務 送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。

　　　(６) 附 帯 業 務

　　　　(ｲ) 代理業務

　　　　　①　日本銀行歳入代理店及び国債代理店業務

　　　　　②　地方公共団体の公金取扱業務

　　　　　③　株式払込金の受入代理業務及び株式配当金、公共債元利金の支払代理業務

　　　　　④　中小企業金融公庫並びに住宅金融公庫等の代理貸付業務

　　　　(ﾛ) 保護預り及び貸金庫業務

　　　　(ﾊ) 有価証券の貸付　

　　　　(ﾆ) 債務の保証（支払承諾）

　　　　(ﾎ) 金の売買

　　　　(ﾍ) 公共債の引受

　　　　(ﾄ) 国債等公共債および投資信託の窓口販売

 

４． 関係会社の状況

当行との関係内容

名　称 住 所

資本金

又 は

出資金

主要な

事業の

内容

議決権の所

有（又は被

所有）割合
役員の

兼任等

資 金

援 助

営業上

の取引

設備の

賃貸借
業務提携

（ 親 会 社 ）

株 式 会 社 大 和 銀

ホールディングス

大阪市

中央区

百 万 円

720,000

銀行持

株会社

被所有

100.0%
― ―

経営管理

預金取引

関係

― ―

　　（注）上記関係会社は、有価証券報告書を提出しております。

　　５．従業員の状況

　　　（１）従業員数

平成 14 年 3 月 31 日現在

従 業 員 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 平 均 年 間 給 与

311 人

〔　37　〕
36 歳　3ヶ月 13 年　2月 3,896 千円

　　（注）１．従業員数には嘱託及び臨時従業員（計 63 人）を含んでおりません。

　　　　　２．臨時従業員数は､〔 〕内に年間の平均人員を外書きで記載しております｡

　　　　　３．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります｡

　　　　　４．従業員の定年は、満 60 歳に達したときとしております。ただし、当行が必要と認めたときは、嘱託

として期限を定めて再雇用することがあります。

　　　　　５．当行の従業員組合は奈良銀行従業員組合と称し、平成 14 年 3 月 31 日現在の組合員数は 311 人であ

り、上部団体には加盟していません。労使間においては、特記すべき事項はありません。
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第２　事業の状況
　１．業績等の概要
　　業績

【経済・金融の状況】　当期のわが国経済は、政府が「構造改革」を進めようとするなか、輸出が減少したことを背

景に、企業の生産活動が大幅に悪化致しました。また流通・建設業などの大型倒産や大企業を中心としたリストラに

より所得・雇用関係が一層悪化し、消費マインドが一段と冷え込みました。しかも企業の設備投資の減退や土地の公

示地価が１１年連続下落するなど、国内景気はさらに後退し、デフレ環境は深刻さを増しております。

　この間、金融当局による超低金利政策が継続されたものの、日経平均株価はアメリカでのテロ事件と国内景気減速

を反映し、バブル崩壊後初めて１万円を割るなど低迷いたしました。一方、金融機関同士の競争は一層激化し、大手

行同士の経営統合・合併による巨大金融グループの誕生のみならず、金融再編への動きが地域金融機関にもおよんで

おります。このような状況下、不良債権の新規発生・追加処理と有価証券の含み損の処理を余儀なくされると共に、

ペイオフの実施に伴う経営基盤・財務体質の強化が喫緊の重要経営課題となりました。

【当行の施策】　昨年８月１日、当行、大和銀行ならびに近畿大阪銀行は、持株会社の設立による経営統合に基本合

意し、１２月１２日には、３行は共同で株式移転により「大和銀ホールディングス」を設立し、その完全子会社とな

りました。更に、３月１日には、経営理念に賛同したあさひ銀行がグループに参加いたしました。

　今回の経営統合により、経営資源・インフラの充実、規模のメリットの追求、並びに信託・不動産などのグループ

としてのプラットフォームを活かすことで、従来の地域金融機関の域を超えた商品・サービスの提供が可能となりま

した。

　業務面につきましては、昨年１０月より投資信託の取扱いを全店で開始し、グループ専用ファンド「ユニトピア」

の共同販売、セミナーの共同開催など、グループの機能を活かしながら、お客様の多様なニーズにお応えいたしてお

ります。

　ＡＴＭ提携では、当行・大和銀行・近畿大阪銀行３行のＡＴＭによる入金業務の相互開放を９月に実施いたしまし

た。更に１１月には、あさひ銀行との間でもＡＴＭ他行利用手数料の相互無料化およびＡＴＭ振込手数料の本支店扱

いを開始し、関西圏と首都圏でバランスのとれた他の地域金融機関にはないＡＴＭ網を構築することができました。

　運用面につきましては、主婦やパートタイマーの方にもご利用いただけるカードローン「カルガルーポケット」、

低金利下において固定金利を選択できる「固定金利型住宅ローン」の取扱いを開始致しました。また地元事業者向け

には当行で初めてとなる中小・中堅向けファンド「固定金利型特別ファンド」の創設やビジネスローン「スーパーア

シスト」を発売し、地元金融機関として個人、中堅・中小企業の皆さまへの資金需要に対して迅速かつ積極的にお応

えできる体制を充実させました。

【当行の業績】　当期の営業成績は次のとおりとなりました。

　預金は、期末残高が１，６７６億円（前年度比　９億円、０．５７％減）の微減となりましたが、年間平均残高で

は４４億円増（２．７０％増）と伸長いたしました。

なお、投資信託は、昨年１０月の取扱い開始以降、ペイオフと手数料収益増強のため積極的に推進いたしました結果、

期末までの販売額は２０億円となりました。

　貸出金は、運用見直しの一環として政府関係機関への低金利貸付金を回収したという要因もあり、期末残高は

１，２４２億円（前年度比　１５億円、１．２４％減）となりました。

　収益面では、景気減速を背景とした資金需要の低迷、余資運用面での有価証券利回りの低下やリスク管理をより厳

格に行ったことによる資金利益の縮小等により、実質業務純益は８億円（前年度比　１億円減）となりました。

　損益につきましては、不良債権の積極的処理と、有価証券の厳格な減損処理を行いました結果、誠に遺憾ではあり

ますが、経常損失８億円、当期損失は４億円となりました。

キャッシュ・フロー

　当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ 6,940 百万円増加し　 　　　　　

10,436 百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、1,464 百万円で、これは主に預金が 974 百万円減少した一方、貸出金及びコール

ローン等の運用の減少により、資金がそれぞれ 1,562 百万円及び 807 百万円増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は、5,579 百万円で、これは主として有価証券の売却によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、102 百万円で、これは主に配当によるものです。
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（１）業　務　収　支
当期も超低金利政策が続けられ、短期金利も低水準にて推移しました。資金運用収益は前年比 224 百

万円（5.54％）資金調達費用は同 146 百万円（37.72％）それぞれ減少しました結果、資金運用収支は
同 77 百万円（2.10％）減少しました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位　百万円）

種　　類 期　別 金　　額

第７６期 4,043
資 金 運 用 収 益

第７７期 3,819

第７６期 387
資 金 調 達 費 用

第７７期 241

第７６期 3,655
資 金 運 用 収 支

第７７期 3,578

第７６期 412
役 務 取 引 等 収 益

第７７期 452

第７６期 184
役 務 取 引 等 費 用

第７７期 205

第７６期 228
役 務 取 引 等 収 支

第７７期 246

第７６期 343
そ の 他 業 務 収 益

第７７期 391

第７６期 64
そ の 他 業 務 費 用

第７７期 5

第７６期 279
そ の 他 業 務 収 支

第７７期 385

（注）当行は国際業務は行っておりませんので、国内業務の状況を記載しております。
　　　　　　（２）以下の記載においても同様であります。
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　　　（２）資金運用・調達の状況
超低金利政策維持の下、資金調達利回りは前年比 0.09％低下しましたが、資金運用利回りは　　　

同 0.20％低下と資金調達利回りを上回る低下となりました。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位　百万円）

種　　　類 期　　別 平均残高 利　　息 利　回　り

第７６期 170,781 4,043 2.36％
資 金 運 用 勘 定

第７７期 176,214 3,819 2.16

第７６期 121,004 3,254 2.68
う ち 貸 出 金

第７７期 119,507 3,267 2.73

第７６期 29 0 1.22
う ち 商 品 有 価 証 券

第７７期 17 0 1.35

第７６期 40,238 718 1.78
う ち 有 価 証 券

第７７期 39,075 522 1.33

第７６期 3,904 15 0.38
う ち コ ー ル ロ ー ン

第７７期 14,210 2 0.01

第７６期 505 0 1.09
う ち 買 入 手 形

第７７期 1,382 0 0.02

第７６期 4,399 53 1.21
う ち 買 入 金 銭 債 権

第７７期 1,800 26 1.48

第７６期 699 0 0.12
う ち 預 け 金

第７７期 220 0 0.05

第７６期 165,165 387 0.23
資 金 調 達 勘 定

第７７期 168,983 241 0.14

第７６期 164,088 382 0.23
う ち 預 金

第７７期 168,527 236 0.14

第７６期 1,077 0 0.07
う ち コ ー ル マ ネ ー

第７７期 456 0 0.00

　　（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（第 76 期 224 百万円、第 77 期 307 百万円）を控除して
　　　　　表示しております。
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（３）役務取引の状況
当期も収入増強に努めましたが、役務取引等利益は前年比 19 百万円（83％）増加となりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位　百万円）

種　　　　　　類 期　　別 金　　　額

第７６期 412
役 務 取 引 等 収 益

第７７期 452

第７６期 22
う ち 預 金 ・ 貸 出 業 務

第７７期 23

第７６期 161
う ち 為 替 業 務

第７７期 166

第７６期 5
う ち 証 券 関 連 業 務

第７７期 5

第７６期 96
う ち 代 理 業 務

第７７期 95

第７６期 22
う ち 保 護 預 り ･ 貸 金 庫 業 務

第７７期 23

第７６期 7
う ち 保 証 業 務

第７７期 7

第７６期 184
役 務 取 引 等 費 用

第７７期 205

第７６期 36
う ち 為 替 業 務

第７７期 38

（４）特定取引の状況

　　　　　　　　該当ありません。

　　（５）預金残高の状況
　　　預金種類別残高（末残）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位　百万円）

種 類 期 別 残 高

第 ７ ６ 期 47,623
流 動 性 預 金

第 ７ ７ 期 61,434

第 ７ ６ 期 120,046
定 期 性 預 金

第 ７ ７ 期 105,271

第 ７ ６ 期 985
そ の 他

第 ７ ７ 期 975

第 ７ ６ 期 168,656

　
　
　
預
　
　
金

合 計
第 ７ ７ 期 167,681

第 ７ ６ 期 －
譲 渡 性 預 金

第 ７ ７ 期 －

第 ７ ６ 期 168,656
総 合 計

第 ７ ７ 期 167,681

　　　（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　　　　　　２．定期性預金＝定期預金＋定期積金
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（６）貸出金残高の状況

　　　業種別貸出状況（残高・構成比）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位　百万円）

平成１３年３月３１日 平成１４年３月３１日
業種別

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

製 造 業

農 業

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

電 気 ･ ｶ ﾞ ｽ ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

運 輸 ・ 通 信 業

卸売・小売業、飲食店

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

サ ー ビ ス 業

地 方 公 共 団 体

そ の 他

13,878

348

－

11

－

10,104

667

2,935

19,350

9,158

21,892

13,721

200

33,534

11.03%

0.28

－

0.01

－

8.03

0.53

2.33

15.38

7.28

17.40

10.91

0.16

26.66

14,568

333

－

－

－

9,812

637

3,173

19,709

6,686

22,378

13,638

250

33,046

11.73%

0.27

－

－

－

7.90

0.51

2.55

15.87

5.38

18.01

10.98

0.20

26.60

合 計 125,798 100.00 124,236 100.00

　　（７）有価証券の状況

　　   ○有価証券残高（末残）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位　百万円）

種 類 期 別 残 高

第７６期 14,621
国 債

第７７期 17,823

第７６期 1,818
地 方 債

第７７期 780

第７６期 16,844
社 債

第７７期 11,230

第７６期 1,231
株 式

第７７期 997

第７６期 6,086
そ の 他 の 証 券

第７７期 4,479

第７６期 40,602

有

価

証

券 合     計
第７７期 35,311

　　　　（注）「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。
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（参　考）　当行の単体情報のうち、参考として以下の情報を掲げております。

１．損益状況（単体）
　（１）損益の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

第　　７６　　期
（Ａ）

第　　７７　　期
（Ｂ）

増　　　　　減
（Ｂ）－（Ａ）

業 務 粗 利 益 4,163 4,210 47

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 3,173 3,328 155

人 件 費 1,804 1,891 87

物 件 費 1,238 1,306 68

税 金 130 130 0

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 989 882 △　107

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 414 417 3

業 務 純 益 575 465 △　110

う ち 債 券 関 係 損 益 275 383 108

臨 時 損 益 △　2,724 △　1,309 1,415

株 式 関 係 損 益 △　61 △　181 △　120

不 良 債 権 処 理 損 失 2,595 1,025 △　1,570

貸 出 金 償 却 9 0 △　9

個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額 2,403 878 △　1,525

債 権 売 却 損 失 引 当 金 182 138 △　44

そ の 他 の 臨 時 損 益 △　68 △　110 △　42

経 常 利 益
又 は 経 常 損 失 （ △ ）

△　2,149 △　844 1,305

特 別 損 益 9 2 △　7

う ち 動 産 不 動 産 処 分 損 益 － 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益
又 は 税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ）

△　2,139 △　841 1,298

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14 12 △　2

法 人 税 等 調 整 額 △　897 △　360 537

当 期 純 利 益
又 は 当 期 純 損 失 （ △ ）

△　1,256 △　493 763

（注）１．業務粗利益＝（資金運用収支＋金銭の信託運用見合費用）＋役務取引等収支＋その他業務収支

　　　２．業務純益＝業務粗利益－経費（除く臨時処理分）－一般貸倒引当金繰入額

　　　３．「金銭の信託運用見合費用」とは、金銭の信託取得に係る資金調達費用であり、金銭の信託運用損

益が臨時損益に計上されているため、業務費用から控除しているものであります。

　　　４．臨時損益とは、損益計算書中「その他経常収益・費用」から一般貸倒引当金繰入額を除き、金銭の

信託運用見合費用及び退職給付費用のうち臨時費用処理分等を加えたものであります。

　　　５．債券関係損益＝国債等債券売却益(＋国債等債券償還益)－国債等債券売却損(－国債等債券償還損)

－国債等債券償却

　　　６．株式関係損益＝株式等売却益－株式等売却損－株式等償却
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　（２）営業経費の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
第　　７６　　期

（Ａ）
第　　７７　　期

（Ｂ）
増　　　　　減
（Ｂ）－（Ａ）

 給 与 ・ 手 当 1,167 1,142 △　25

 退 職 給 付 費 用 111 108 △　3

 福 利 厚 生 費 21 22 1

 減 価 償 却 費 195 169 △　26

 土 地 建 物 機 械 賃 借 料 324 311 △　13

 営 繕 費 3 2 △　1

 消 耗 品 費 67 82 15

 給 水 光 熱 費 43 43 0

 旅 費 2 3 1

 通 信 費 86 84 △　2

 広 告 宣 伝 費 51 51 0

 諸 会 費 ・ 寄 付 金 ・ 交 際 費 7 6 △　1

 租 税 公 課 130 130 0

 そ の 他 981 1,222 241

計 3,195 3,380 185

（注）損益計算書中「営業経費の内訳」であります。

２．利鞘（単体）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

第　　７６　　期
（Ａ）

第　　７７　　期
（Ｂ）

増　　　　　減
（Ｂ）－（Ａ）

（１）資 金 運 用 利 回　　① 2.36 2.16 △　0.20

（イ）貸 出 金 利 回 2.68 2.73 0.05

（ロ）有 価 証 券 利 回 1.78 1.33 △　0.45

（２）資 金 調 達 原 価　　② 2.15 2.11 △　0.04

（イ）預 金 等 利 回 0.23 0.14 △　0.09

（ロ）外 部 負 債 利 回 0.07 0.00 △　0.07

（３）総 資 金 利 鞘　　　① － ② 0.21 0.05 △　0.16

（注）「外部負債」＝ｺｰﾙﾏﾈｰ＋売渡手形＋借用金

３．ＲＯＥ（単体）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

第　　７６　　期
（Ａ）

第　　７７　　期
（Ｂ）

増　　　　　減
（Ｂ）－（Ａ）

業務純益ベース(一般貸倒引当金繰入前) 12.57 11.65 △　0.92

業 務 純 益 ベ ー ス 7.31 6.14 △　1.17

当 期 利 益 ベ ー ス △　15.98 △　6.51 9.47
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４．預金・貸出金の状況（単体）
　（１）預金・貸出金の残高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

第　　７６　　期
（Ａ）

第　　７７　　期
（Ｂ）

増　　　　　減
（Ｂ）－（Ａ）

預　　　　　　　金　　（末　残） 168,656 167,681 △　975

預　　　　　　　金　　（平　残） 164,088 168,527 4,439

貸　　　出　　　金　　（末　残） 125,798 124,236 △　1,562

貸　　　出　　　金　　（平　残） 121,004 119,507 △　1,497

　（２）個人・法人別預金残高（国内）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

第　　７６　　期
（Ａ）

第　　７７　　期
（Ｂ）

増　　　　　減
（Ｂ）－（Ａ）

個　　　　　　　　　　　　　人 125,063 130,021 4,958

法　　　　　　　　　　　　　人 31,392 26,984 △　4,408

合　　　　　　　　　　　　　計 156,454 157,005 551

（注）譲渡性預金を除いております。

（３）消費者ローン残高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

第　　７６　　期
（Ａ）

第　　７７　　期
（Ｂ）

増　　　　　減
（Ｂ）－（Ａ）

消 費 者 ロ ー ン 残 高 33,534 26,155 △　7,379

住 宅 ロ ー ン 残 高 21,690 22,987 1,297

そ の 他 ロ ー ン 残 高 11,844 3,167 △　8,677

（４）中小企業等貸出金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、件、％）

第　　７６　　期
（Ａ）

第　　７７　　期
（Ｂ）

増　　　　　減
（Ｂ）－（Ａ）

中 小 企 業 等 貸 出 金 残 高① 114,072 114,195 123

総 貸 出 金 残 高② 125,798 124,236 △　1,562

中 小企業等貸出金比率　　①／② 90.68 91.91 1.23

中 小 企 業 等 貸 出 先 数③ 11,976 11,922 △　54

総 貸 出 先 件 数④ 12,006 11,958 △　48

中小企業等貸出先件数比率　③／④ 99.75 99.69 △　0.06

（注）中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会
社又は常用する従業員が 300 人（ただし、卸売業は 100 人、小売業は 50 人、サービス業は 100 人）以下
の会社及び個人であります。
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５．債務の保証（支払承諾）の状況（単体）

○ 支払承諾の残高内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、百万円）

第　　７６　　期 第　　７７　　期
種　　　類

口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

手　形　引　受 － － －

信　　用　　状 7 65 7 41

保　　　　　証 837 7,287 774 6,456

計 844 7,352 781 6,498

６．内国為替の状況（単体）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千口、百万円）

第　　７６　　期 第　　７７　　期
区　　　分

口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

送金為替
各地へ向けた分

各地より受けた分

204

338

233,156

216,748

217

362

138,325

222,991

代金取立
各地へ向けた分

各地より受けた分

0

4

1,810

941

0

4

2,434

1,235
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（自己資本比率（国内基準））

　（参　考）

自己資本比率は、銀行法第 14 条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づいて算出しております。

なお、当行は国内基準を適用しております。

単体自己資本比率（国内基準） 　　　　（金額単位　百万円）

項 目 平成１３年３月３１日 平成１４年３月３１日

資 本 金 3,862 3,862

う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 株 ― ―

新 株 式 払 込 金 ― ―

資 本 準 備 金 1,847 1,847

利 益 準 備 金 344 356

任 意 積 立 金 792 792

次 期 繰 越 利 益 730 164

そ の 他 ― ―

そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損 （ △ ） ― ―

自 　  己  　 株  　 式 （ △ ） ― ―

営  業  権  相  当  額 （ △ ） ― ―

計 (Ａ) 7,577 7,023

基 本 的 項 目

う ち ス テ ッ プ ・ ア ッ プ 金 利 条 項 付 の 優 先 出 資 証 券 (注 1) ― ―

土 地 の 再 評 価 額 と 再 評 価 の 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の 4 5 % 相 当 額 724 724

一 般 貸 倒 引 当 金 664 630

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等 ― ―

う ち 永 久 劣 後 債 務 (注 2) ― ―

う ち 期 限 付 劣 後 債 務 お よ び 期 限 付 優 先 株 (注 3) ― ―

計 1,389 1,355

補 完 的 項 目

う ち 自 己 資 本 へ の 算 入 額 (Ｂ) 1,389 1,355

控 除 項 目 控  　　　除  　　　項  　　　目  ( 注 4 ) (Ｃ) ― ―

自 己 資 本 額 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） (Ｄ) 8,966 8,379

資 産 （ ｵ ﾝ ・ バ ラ ン ス ） 項 目 98,965 94,450

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 項 目 7,352 6,498
リ ス ク ・

ア セ ッ ト 等
計 (Ｅ) 106,317 100,948

単体自己資本比率（国内基準）＝Ｄ／Ｅ×１００ 8.43％ 8.30％
（注）１．告示第 30 条第 2 項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する

株式等(海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。)であります。
２． 告示第 31 条第 1 項第 3 号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２） 一定の場合を除き、償還されないものであること
（３） 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４） 利払い義務の延期が認められるものであること

　　　３．告示第 31 条第 1 項第 4 号および第 5 号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期
間が 5年を超えるものに限られております。

　　　４．告示第 32 条第 1 項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。
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（資産の査定）

　(参 考)

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律第１３２号）第６条に基づき、当行の

貸借対照表の貸付有価証券、貸出金及び外国為替、その他資産中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定について債

務者の財政状態及び経営成績等を基礎として次のとおり区分するものであります。

１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対

する債権及びこれらに準ずる債権をいう。

２．危険債権

　　　危険債権とは、債務者が経営破綻の状況に陥ってはいないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本

の回収及び利息の受取ができない可能性の高い債権をいう。

３．要管理債権

　　　要管理債権とは、３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権をいう。

４．正常債権

　　　正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記１から３までに掲げる債権以外のもの

に区分される債権をいう。

資産の査定の額 　　　（単位：億円）

債 権 の 区 分 平成 13 年 3 月 31 日 平成 14 年 3 月 31 日

破 産 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権 59 78

危 険 債 権 33 34

要 管 理 債 権 21 39

正 常 債 権 1,221 1,157
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２．生産、受注及び販売の状況
「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載し

ておりません。

３．対処すべき課題
　金融機関を取り巻く環境が依然厳しい状況下、来年４月には決済性預金もペイオフの対象となる予定で、
お客様の銀行選別は一層厳しくなると予想されます。
　このような環境のもと、本年４月にはグループ名称を新たに「りそなグループ」といたしました。「りそ
なグループ」の一翼を担う奈良の地域金融機関として、これまで培ってきた地域の皆さまとのかかわりを大
切にしながら、グループ力を活かした質の高い金融サービスの提供により県下における地位を確固たるもの
とし、地元経済の発展に貢献すると共に皆さま方のご期待にお応えしてまいります。また、健全かつ透明度
の高い経営体制を確立し、社会の理解と信頼をより一層深めてまいりたいと存じます。
　本年、当行はおかげさまで創業５０周年を迎えさせていただきます。これを機に役職員一同新たな気持ち
で業務に邁進してまいる所存でございます。

４．経営上の重要な契約等

　（共同株式移転契約）
　　　当行は平成 13 年 10 月 12 日に株式会社大和銀行及び株式会社近畿大阪銀行と 3 行で「共同株式移転契約

書」を締結し、同年 12 月 12 日に当行を含めた 3 行を完全子会社とする銀行持株会社「株式会社大和銀ホー
ルディングス」を設立いたしました。この経営統合は「わが国を代表するスーパー・リージョナル・バンク
の創造」という理念の実現を目的としております。なお、当該共同株式移転契約の概要は次のとおりであり
ます。

　　　①株式移転の日　　平成 13 年 12 月 12 日
　　
　　　②株式の割当て

　　(1)普通株式
当行普通株式、株式会社大和銀行普通株式及び株式会社近畿大阪銀行普通株式 1 株に対して、株式会
社大和銀ホールディングスの普通株式をそれぞれ 14 株、1 株、0.75 株を割当交付する。

　　(2)優先株式会社
　株式会社大和銀行の甲種第一回優先株式、乙種第一回優先株式及び株式会社近畿大阪銀行の第一回
優先株式に対して、株式会社大和銀ホールディングスの甲種第一回優先株式、乙種第一回優先株式及
び丙種第一回優先株式をそれぞれ１株割当交付する。

　　　③資本金の額　　　3,800 億円

　（株式会社大和銀ホールディングスとの経営管理契約）
　　　当行は当行の親会社である株式会社大和銀ホールディングスとの間で、同社が当行に対して行う経営管

理について平成 13 年 12 月 12 日付で「経営管理等に関する基本契約」を締結しました。

５．研究開発活動
　　
　　　該当ありません。
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　第３　設備の状況
　　　１設備投資等の概要
　　　　　　特記すべき事項はありません。

　　　２主要な設備の状況
    　　　　当期末の主要な設備の状況は次のとおりであります。

（金額単位　百万円）

土　　　　地 建　　　　物 動産 合計店舗名
その他

所在地
面　積 帳簿価額 面　積 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額

従業
員数

摘
要

本 店 他
1 1 か 店

奈良県奈良市
㎡

2,506.03 1,595
(2,028.31)㎡
3,929.10 161 171 1,929

人
181

東 生 駒 支店 奈良県生駒市 － －
(182.83)
182.83

15 8 24 10

小 泉 他
１ か 店

奈良県
大和郡山市

166.00 25
(180.76)
365.35

22 9 56 19

天 理 支 店 奈良県天理市 － －
(354.62)
354.62

11 7 18 11

田 原 本 支店
奈良県磯城郡
田原本町

(289.80)
289.80

－ 286.06 13 8 21 10

榛 原 支 店
奈良県宇陀郡
榛原町

48.40 10 217.96 75 7 93 6

桜 井 北 支店 奈良県桜井市 346.58 85
(289.04)
329.04

24 9 119 12

橿 原 支 店 奈良県橿原市 － －
(241.01)
241.01

7 2 9 9

高 田 支 店
奈良県
大和高田市

756.04 349 327.89 59 4 413 15

吉 野 支 店
奈良県吉野郡
大淀町

1,043.93 62
(　6.34)
557.58

55 9 127 14

五 条 支 店 奈良県五条市 294.42 34
(　6.68)
269.42

26 5 66 9

大 阪 支 店 大阪市浪速区 － －
(346.61)
346.61

15 3 19 9

学 研 木 津 川 台 支 店
京都府相楽郡
木津町

－ －
(339.28)
339.28

50 10 60 6

小 計
(289.80)
5,451.20

2,162
(3,975.48)
7,746.75

537 259 2,959 311

社 宅 ・ 寮 16.30 0 17.16 0 0 0 －

そ の 他 164.97 27 377.49 7 － 35 －

合 計
(289.80)
5,632.47

2,190
(3,975.48)
8,141.40

545 259 2,995 311

（注）１．土地・建物の面積の（　）内は借地、借室の面積（内書き）であり、借店舗数は 17 か店で　
あります。

２．動産は、事務機械 144 百万円、その他 115 百万円であります。
３．店舗外現金自動設備 32 か所は上記に含めて記載しております。
４．リース並びにレンタル契約による主な賃借設備は次のとおりであります。
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名　　　　　　称 台　　数
リ ー ス 又 は
レ ン タ ル 期 間

年間リース又は
レ ン タ ル 料

摘　　　要

ＵＮＩＳＹＳ2200 コンピュータ

　　　本体

　　　周辺機器

オリベッティＭ 400 端末機等

オリベッティＭ 400 端末機等

グローリーオープン出納機等

グローリーオープン出納機等

2 セット

2 セット

16 セット

32 セット

8 セット

3 セット

一部６年

レンタル(リース)

６年

５年

５年

６年

６年

百万円

20

25

7

0

13

5

日本ユニシス

三井リース事業

ｸｫｰﾄﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

三井リース事業

ｸｫｰﾄﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

大和ﾌｧｸﾀｰﾘｰｽ

　　３設備の新設、除却等の計画

　　　　該当ありません。



－　　－１７

第４　提出会社の状況

　１．株式等の状況

　（１）株式の総数等

　　①株式の総数

種　　　　　類 会社が発行する株式の総数

普 通 株 式 7,500,000 株

　　②発行済株式

発　　　　　行　　　　　数
種　類 事業年度末現在

(平成 13 年 3月 31 日現在)
提出日現在

(平成 13 年 6月 26 日現在)

上場証券取引
所名又は登録
証券業協会名

内　　容

普通株式 3,007,700 株 3,007,700 株
該当事項は
ありません

すべて議決権を
有しております

　（２）新株予約権の状況

　　　　　　　　該当ありません。

　（３）発行済株式総数、資本金等の推移

発行済株式総数 資　本　金 資本準備金
年　月　日

増減数 残　高 増減額 残　高 増減額 残　高
摘　　　　　　要

平成11年 12月 18日
千株

508
千株

2,118
千円

760,805
千円

2,862,374
千円

760,805
千円

848,041

有償　第三者割当 508,900 株
　　　発行価格　 　2,990 円
　　　資本組入額 　1,495 円

平成 13年 3月 30日 888 3,007 999,900 3,862,274 999,900 1,847,941
有償　第三者割当 888,800 株
　　　発行価格　 　2,250 円
　　　資本組入額 　1,125 円

　（４）所有者別状況

平成１４年３月３１日現在

株式の状況（１単元の株式数１００株）

区 分 政府及び
地方公共
団体

金融機関 証券会社
その他
の法人

外国法人等
(うち個人)

個　人
その他

計
単元未満株式
の状況

株 主 数
人

－ － － 1
－
（－） － 1

所有株式数
単元

－ － － 30,077
－
（－） － 30,077

株
－

割 合
％

－ － － 100.00
－
（－） － 100.00

　（５）大株主の状況

平成１４年３月３１日現在

氏 名 又 は 名 称 住　　　　　　　　所 所有株式数 発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

株式会社大和銀ホールディングス 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 3,007,700 株 100.00％
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　（６）議決権の状況

　　①発行済株式

平成 14 年 3月 31 日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 3,007,700 3,007,700 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 3,007,700 ― ―

総株主の議決権 ― 3,007,700 ―

　　②自己株式等

　　　　　　該当ありません。

　（７）ストックオプション制度の内容

　　　　　　該当ありません。

　２．自己株式の取得等の状況

（１）［定時総会決議による自己株式の買受け等、子会社からの自己株式の買受け等又は再評価差額金による消却

のための自己株式の買受け等の状況］

　①前決議期間における自己株式の取得等の状況

　　　　　　該当ありません。

　　②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

　　　　　　該当ありません。

　３．配当政策

　　地域金融機関としてお客様や地域社会の信頼にお応えするために、経営体質強化のための内部留保の充実を図り

つつ、安定・継続した配当の実施により株主の皆様への利益還元に尽くすことが第一と考えております。

　　このような基本方針のもと、当期の配当金につきましては、厳しい決算とはなりましたが、１株につき中間配当

２０円とさせて頂きました。

当期の内部留保資金につきましては、営業基盤の充実・経営体質強化に向けて有効な投資に活用してまいりたい

と考えております。

なお、当期の中間配当についての取締役会決議は、平成１３年１１月１３日に行っております。

　４．株価の推移

　　当行の株式は非上場・非登録につき、事業年度別最高・最低株価並びに月別最高・最低株価及び株式売買高は記

載しておりません。
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　　５．役員の状況    

役名及び職名
氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）
略　　　　　　　　歴 所有株式数

株

取 締 役 頭 取

（ 代 表 取 締 役 ）

野 村 正 雄

(昭 和 1 8 年 5 月 2 日 生 )

昭 43. 4

46.12

47. 1

49. 5

53.12

平元  4

大和銀行入行

大和銀行退職

当行入行

取締役業務部長

取締役社長

取締役頭取（現職）

―

取 締 役

（ 代 表 取 締 役 ）

山 本 雅 久

(昭和 1 9 年 9 月 2 6 日生)

昭 42. 4

平  9. 4

13. 5

13. 6

14. 3

大和銀行入行

学校法人四條畷学園理事

当行入行

専務取締役

代表取締役専務執行役員（現職）

―

取 締 役

( 総 合 企 画 部 長 )

白 川 久 一

(昭和 24 年 1 1 月 23 日生)

昭 43. 4

58. 4

平  7. 4

10. 6

12. 6

14. 3

当行入行

紀寺支店長

営業推進部長

取締役営業推進部長

取締役総合企画部長

取締役執行役員総合企画部長（現職）

―

監 査 役

（ 常 勤 ）

赤 松 義 幸

(昭和 2 1 年 1 月 2 2 日生)

昭 39. 4

54. 4

平 13. 4

14. 6

当行入行

東生駒支店長

検査部調査役

監査役（現職）

―

監 査 役

（ 非 常 勤 ）

森 岡 政 晴

(昭和 1 5 年 3 月 1 9 日生)

昭 37. 4

39. 8

39.10

41. 7

42. 4

48. 4

49. 4

平 4. 1

 6. 6

 8. 6

ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｾﾞﾙ㈱入社

関西ﾎﾝﾀﾞﾓｰﾀｰ㈱入社

森岡興産㈱取締役（現職）

末広商事㈱

　代表取締役（兼任）

関西ﾎﾝﾀﾞﾓｰﾀｰ㈱取締役

 〃 取締役副社長（兼任）

㈱ﾎﾝﾀﾞﾊﾟｰﾂﾅﾆﾜ（現㈱ﾎﾝﾀﾞﾊﾟｰﾂｷﾝｷ）

　　代表取締役（兼任）

㈱ﾎﾝﾀﾞｸﾘｵ関西

　　代表取締役（兼任）

当行監査役（兼任）

関西ﾎﾝﾀﾞﾓｰﾀｰ㈱

　　代表取締役（兼任）

―

監 査 役

（ 非 常 勤 ）

田 邊 宗 一

(昭和 2 4 年 5 月 1 1 日生)

昭 52.11

平 9. 6

宗教法人酬恩庵（一休寺）代表役員

当行監査役
―

計 ６名 ― ―

（注）監査役森岡政晴・田邊宗一は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める

　　　社外監査役であります。
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　第５　経理の状況

１． 当行の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年

大蔵省令第５９号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しておりますが、資

産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令

第１０号）により作成しております。

なお、前事業年度（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）は改正前の財務

諸表等規則及び銀行法施行規則に基づき、当事業年度（平成１３年４月１日から平成１４年

３月３１日まで）は改正後の財務諸表等規則及び銀行法施行規則に基づいて作成しておりま

す。

２．第７６期及び第７７期の財務諸表は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、監査法人

トーマツの監査証明を受けております。

その監査報告書は、財務諸表の直前に掲げております。

３．当行は子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。



－　　－２５

財務諸表等 
（１）財務諸表   

　　　①貸借対照表

（資産の部）

（金額単位　百万円）

第 ７ ６ 期 末

(平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 )

第 ７ ７ 期 末

(平 成 １ ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 )科　　　　　目

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

現 金 預 け 金 3,844 2.05％ 11,042 5.98％

現 金 2,753 9,587

預 け 金 *9 1,091 1,455

コ ー ル ロ ー ン － － 6,705 3.63

買 入 手 形 5,300 2.83 － －

買 入 金 銭 債 権 3,600 1.92 1,388 0.75

商 品 有 価 証 券 25 0.01 － －

商 品 国 債 25 －

有 価 証 券 *9 40,602 21.68 35,311 19.12

国 債 14,621 17,823

地 方 債 1,818 780

社 債 16,844 11,230

株 式 1,231 997

そ の 他 の 証 券 6,086 4,479

貸 出 金 *4,5,6,7 125,798 67.19 124,236 67.27

割 引 手 形 *8 5,372 5,085

手 形 貸 付 25,611 22,468

証 書 貸 付 90,693 92,771

当 座 貸 越 4,122 3,910

そ の 他 資 産 1,014 0.54 832 0.45

前 払 費 用 1 0

未 収 収 益 278 185

そ の 他 の 資 産 734 646

動 産 不 動 産 *1,2,10 3,540 1.89 3,443 1.87

土 地 建 物 動 産 3,063 2,995

保 証 金 権 利 金 476 448

繰 延 税 金 資 産 1,609 0.86 1,907 1.03

支 払 承 諾 見 返 7,352 3.93 6,498 3.51

貸 倒 引 当 金 △　5,442 △　2.90 △　6,671 △　3.61

資 産 の 部 合 計 187,244 100.00 184,693 100.00
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（負債及び資本の部）
（金額単位　百万円）

第 ７ ６ 期 末
( 平 成 １３ 年３ 月３ １日 現在 )

第 ７ ７ 期 末
( 平 成 １４年３月３１日現在 )科 目

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

預 金 *9 168,656     90.07 ％ 167,681 90.79％

当 座 預 金 5,725 4,382

普 通 預 金 41,006 56,478

貯 蓄 預 金 553 443

通 知 預 金 337 129

定 期 預 金 117,982 103,513

定 期 積 金 2,064 1,758

そ の 他 の 預 金 985 975

そ の 他 負 債 1,419 0.76 1,074 0.58

未 払 法 人 税 等 4 11

未 払 費 用 931 290

前 受 収 益 150 134

給 付 補 て ん 備 金 1 0

そ の 他 の 負 債 331 637

賞 与 引 当 金 － － 120 0.06

退 職 給 付 引 当 金 403 0.21 459 0.25

債 権 売 却 損 失 引 当 金 182 0.10 138 0.07

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 *10 676 0.36 676 0.37

支 払 承 諾 7,352 3.93 6,498 3.52

負 債 の 部 合 計 178,690 95.43 176,649 95.64

資 本 金 *3 3,862 2.06 3,862 2.09

資 本 準 備 金 1,847 0.99 1,847 1.00

利 益 準 備 金 335 0.18 356 0.19

再 評 価 差 額 金 *10 934 0.50 934 0.51

そ の 他 の 剰 余 金 *11 1,573 0.84 957 0.52

任 意 積 立 金 2,292 792

　退 職 給 与 積 立 金 101 101

　別 途 積 立 金 2,190 690

当 期 未 処 分 利 益
( △ は 当 期 未 処 理 損 失 )

△　718 164

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 － － 86 0.05

資 本 の 部 合 計 8,554 4.57 8,044 4.36

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 187,244 100.00 184,693 100.00
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　　　②損　益　計　算　書

（金額単位　百万円）

第 ７ ６ 期
自平成１２年　４月　１日

至平成１３年　３月３１日

第 ７ ７ 期
自平成１３年　４月　１日

至平成１４年　３月３１日
科 目

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

経 常 収 益 4,860 100.00％ 4,746 100.00％

資 金 運 用 収 益 4,043 3,819
貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金
コ ー ル ロ ー ン 利 息

買 入 手 形 利 息

預 け 金 利 息
そ の 他 の 受 入 利 息

3,254

718
15

0

0
53

3,267

522
2

0

0
26

役 務 取 引 等 収 益 412 452
受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 収 益

161

251

166

286

そ の 他 業 務 収 益 343 391
商 品 有 価 証 券 売 買 益

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益

0

330
9

－

389
－

そ の 他 の 業 務 収 益 3 2

そ の 他 経 常 収 益 60 83
株 式 等 売 却 益

そ の 他 の 経 常 収 益

－

60

0

82

経 常 費 用 7,010 144.21 5,590 117.78

資 金 調 達 費 用 387 241

預 金 利 息
コ ー ル マ ネ ー 利 息

金利スワップ支払利息
そ の 他 の 支 払 利 息

382
0

0
4

236
0

－
4

役 務 取 引 等 費 用 184 205

支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

36
148

38
167

そ の 他 業 務 費 用 64 5
商 品 有 価 証 券 売 買 損

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

－

34

30

0

5

－
営 業 経 費 3,195 3,380

そ の 他 経 常 費 用 3,177 1,757
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 出 金 償 却

株 式 売 却 損
株 式 等 償 却

そ の 他 の 経 常 費 用 *1

2,817

9

61
－

288

1,295

0

65
116

280

経 常 利 益

（ △ は 経 常 損 失 ）
△　2,149 △　44.21 △　844 △　17.78

特 別 利 益 9  0.20 3 0.06
償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 の 特 別 利 益

8

1

3

0

特 別 損 失 0  0.00 0 0.00

動 産 不 動 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 損 失

－

0

0

－

税 引 前 当 期 純 利 益

( △ は 税 引 前 当 期 純 損 失 )
△　2,139 △　44.01 △　841 △　17.72

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

14

△　897

0.29

△　18.45

12

△　360

0.26

△　7.59

当 期 純 利 益
（ △ は 当 期 純 損 失 ）

△　1,256 △　25.84 △　493 △　10.39

前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額

中 間 配 当 に 伴 う 利 益 準 備 金 積 立 額

589
42

8

730
60

12

当 期 未 処 分 利 益
（ △ は 当 期 未 処 理 損 失 ）

△　718 164
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③利益処分計算書

（金額単位　百万円）

　　　　　 期　　別

　科　　目

第７６期

( 株 主 総 会 承 認 日 平 成 1 3 年 6 月 2 8 日 )

第７７期

( 株 主 総 会 承 認 日 平 成 1 4 年 6 月 2 5 日 )

当 期 未 処 分 利 益

(△ は 当 期 未 処 理 損 失 )
△　718 164

任 意 積 立 金 取 崩 額 1,500 －

　別途積立金取崩額 1,500 －

計 781 164

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金

配 当 金

 51

8

42(旧 1 株につき 20 円 00 銭)

0(新 1 株につき      22 銭)

－

－

－

次 期 繰 越 利 益 730 164
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④キャッシュ・フロー計算書
（金額単位：百万円）

年　　度　　別

科　　　　　目

前事業年度

自 　 平 成 １ ２ 年 ４ 月 　 １ 日
至 　 平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日

当事業年度

自 　 平 成 １ ３ 年 ４ 月 　 １ 日
至 　 平 成 １ ４ 年 ３ 月 ３ １ 日

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益
（△は税引前当期純損失）

△ 2,139 △ 841

減価償却費 127 109

貸倒引当金の増加額 2,265 1,229

債権売却損失引当金の増減（△）額 182 △ 44

賞与引当金の増加額 － 120

退職給付引当金の増加額 33 55

資金運用収益 △ 4,043 △ 3,819

資金調達費用 387 241

有価証券関係損益（△） △ 205 △ 201

貸出金の純増（△）減 △ 5,863 1,562

預金の純増減（△） 7,883 △ 974

預け金(日銀預け金を除く)の純増(△)減 1,961 △ 257

コールローン等の純増（△）減 △ 3,300 807

コールマネー等の純増減（△） 0 －

資金運用による収入 4,068 3,908

資金調達による支出 △ 405 △ 558

その他 △ 70 132

　　小　　計 882 1,469

法人税等の支払額 △ 318 △ 5

営業活動によるキャッシュ・フロー 563 1,464

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 27,069 △ 18,118

有価証券の売却による収入 14,100 14,420

有価証券の償還による収入 11,221 9,319

動産不動産の取得による支出 △ 66 △ 46

動産不動産売却による収入 － 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,814 5,579

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 1,985 －

配当金支払額 △ 89 △ 102

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,895 △ 102

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 644 6,940

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 2,850 3,495

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 3,495 10,436
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重　要　な　会　計　方　針

区　分
第　７６　期

自　平成 12 年 4月　1日
至　平成 13 年 3月 31 日

第　７７　期
自　平成 13 年 4月　1日
至　平成 14 年 3月 31 日

１．商品有価証券
の評価基準及び
評価方法

商品有価証券の評価は時価法（売却原価は主として移
動平均法により算定）により行っております。

同　　左

２．有価証券の評
価基準及び評価
方法

(1)有価証券の評価は、満期保有目的の債券については
移動平均法による償却原価法（定額法）、その他の有
価証券については、移動平均法による原価法又は償却
原価法により行っております。

(2)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託
において信託財産として運用されている有価証券の評
価は、時価法により行っております。

(1)有価証券の評価は、満期保有目的の債券については
移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価
証券のうち時価のあるもののうち株式については期
末日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定され
た額、また、それ以外については期末日の市場価格等
に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法によ
り算定）、時価のないものについては、移動平均法に
よる原価法又は償却原価法により行っております。
　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部
資本直入法により処理しております。
(2)　　　　　　　　　同　　左

３．固定資産の減
価償却の方法

(1)動産不動産
 　動産不動産は、定率法（ただし、平成 10 年 4月 1日
以後に取得した建物（建物付属設備を除く。）について
は定額法）を採用しております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
 建物：３年～５０年
 動産：３年～２０年

 
(2)ソフトウェア
　　自社利用のソフトウェアについては、行内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却して
おります。

(1)動産不動産
 　動産不動産は、定率法（ただし、平成 10 年 4月 1日
以後に取得した建物（建物付属設備を除く。）について
は定額法）を採用しております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
 建物：３年～５０年
 動産：３年～２０年

 
(2)ソフトウェア

同　　左

４．繰延資産の処
理方法

新株発行費は資産として計上し、３年間の均等償却を
行っております。

同　　左

５．引当金の計上
基準

(1)貸倒引当金
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、

次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制

の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する
実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会
報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に
相当する債権については、過去の一定期間における各々
の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当
てております。破綻懸念先債権に相当する債権について
は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額
を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権
に相当する債権については、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残
額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業

関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施
しており、その査定結果により上記の引当を行っており
ます。

同　　左

(2) 賞与引当金
 　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、
従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属
する額を計上しております。
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区　分
第　７６　期

自　平成 12 年 4月　1日
至　平成 13 年 3月 31 日

第　７７　期
自　平成 13 年 4月　1日
至　平成 14 年 3月 31 日

(2)退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、必要額を計上しております。また、数理計算
上の差異の処理方法は、発生年度の従業員の平均残存
勤務期間内の一定年数(15 年)による定額法により、翌
期から損益処理しております。
なお、会計基準変更時差異(202 百万円)については、

15 年による按分額を費用処理しております。

(3)退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、必要額を計上しております。また、数理
計算上の差異の処理方法は、その発生年度の従業員の
平均残存勤務期間内の一定年数(15 年)による定額法
により、翌期から損益処理しております。
なお、会計基準変更差異（202 百万円）については、

15 年による按分額を費用処理しております。
(3)債権売却損失引当金
　（株）共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の
担保価値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見
積もり、必要と認められる額を計上しております。

(4)債権売却損失引当金
同　　左

６．リース取引の
処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま
す。

同　　左

７．キャッシュ・
フロー計算書
における資金
の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸
借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行へ
の預け金であります。

同　　左

８．消費税等の会
計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ております。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費
税等はその他の資産に計上し、５年間で均等償却を行な
っております。

同　　左

（追加情報）

第　７６　期
自　平成 12 年 4月　1日
至　平成 13 年 3月 31 日

第　７７　期
自　平成 13 年 4月　1日
至　平成 14 年 3月 31 日

（退職給付会計）
　当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会平成 10 年 6月 16 日））を
適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、
経常損失及び税引前当期純損失はそれぞれ 34 百万円増加しており
ます。
　なお、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しており
ます。

（金融商品会計）
　当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会平成 11 年 1月 22 日））を
適用し、商品有価証券及び有価証券の評価基準について変更してお
ります。この変更が経常損失及び税引前当期純損失に与える影響は
軽微であります。

（金融商品会計）
　当事業年度から、その他有価証券のうち時価のあるものについ
て、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会平成 11 年 1月 22 日））を適用し、
時価評価を行っております。
　この結果、有価証券が 148 百万円増加し、その他有価証券評価差
額金が 86 百万円計上されております。
　なお、当中間会計期間では、その他有価証券の株式の時価として、
中間期末日の市場価格に基づいて算定する方法を採用しておりま
したが、平成 13 年 12 月の株式会社大和銀行、株式会社近畿大阪銀
行との経営統合および平成 14 年 3 月の株式会社大和銀ホールディ
ングスと株式会社あさひ銀行との経営統合を機に、会計処理の統一
を検討した結果、一時的な需給関係の変化により短期的に株価が大
きく変動する株式市場では、決算日の一時点の市場価格によって評
価するよりも、一定期間（１ヶ月）における市場価格の平均に基づ
いて評価する方が、財政状態をより適切に表示するため、下期より
一定期間（１ヶ月）の市場価格の平均に基づいて算定する方法へ変
更しました。
　仮に、当中間会計期間で一定期間（１ヶ月）の市場価格の平均に
基づいて評価する方法を採用した場合、有価証券は 8 百万円増加
し、その他有価証券評価差額及びその他の経常費用（有価証券評価
損）はそれぞれ 1百万円、5百万円減少します。
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第　７６　期
自　平成 12 年 4月　1日
至　平成 13 年 3月 31 日

第　７７　期
自　平成 13 年 4月　1日
至　平成 14 年 3月 31 日

　当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについ
て、時価評価を行っておりません。なお、平成 12 年大蔵省令第 8
号附則第 4 号によるその他有価証券に係る貸借対照表計上額等は
次のとおりであります。また、以下の金額には「国債」「地方債」
「社債」「株式」「その他の証券」が含まれております。
　貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　　 33,898 百万円
　時価                                       34,452 百万円
　差額                                          554 百万円
　繰延税金負債相当額                         △ 232 百万円
　その他有価証券評価差額金相当額                322 百万円

（貸借対照表関係）
　従業賞与の未払計上額については、従来「未払費用」に計上して
おりましたが、「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目につ
いて」（日本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報№15）に
より、当事業年度から「賞与引当金」として表示しております。
　なお、この変更により、未払費用が 120 百万円減少し、賞与引当
金が同額増加しております。

注記事項

（貸借対照表関係）

第７６期（平成１３年３月３１日現在） 第７７期（平成１４年３月３１日現在）

※１．動産不動産の減価償却累計額               3,043 万円

※２．動産不動産の圧縮記帳額                    52 百万円

※３．会社が発行する株式の総数       　　　　　7,500 千株

      発行済株式総数　　 　　　 　　　　      3,007 千株

※１．動産不動産の減価償却累計額               3,119 万円

※２．動産不動産の圧縮記帳額                    52 百万円

※３．会社が発行する株式の総数       　　　　　7,500 千株

      発行済株式総数　　 　　　 　　　　      3,007 千株

※４．貸出金のうち、破綻先債権額は 3,164 百万円、延滞債権額は
4,400 百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立
て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか
った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不
計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年
政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる
事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻
先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
て利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※４．貸出金のうち、破綻先債権額は 3,493 百万円、延滞債権額は
7,657 百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立
て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか
った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不
計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年
政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる
事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻
先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
て利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※５．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 321 百万円でありま
す。

　　　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約
定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で破綻先
債権及び延滞債権に該当しないものであります。

※５．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 257 百万円でありま
す。

　　　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約
定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で破綻先
債権及び延滞債権に該当しないものであります。

※６．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 2,565 百万円でありま
す。

　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の
返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った
貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当
しないものであります。

※６．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 3,656 百万円でありま
す。

　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の
返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った
貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当
しないものであります。

※７．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出
条件緩和債権額の合計額は 10,450 百万円であります。

　　  なお、上記４から７の債権額は貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

※７．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出
条件緩和債権額の合計額は 15,064 百万円であります。

　　  なお、上記４から７の債権額は貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

※８．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、5,372 百万
円であります。

※８．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、5,085 百万
円であります。



－　　　－３３

第７６期（平成１３年３月３１日現在） 第７７期（平成１４年３月３１日現在）

※９．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　担保に供している資産
　　　　有価証券　　　3,863 百万円
　　担保資産に対応する債務
　　　　預金　　　　　   58 百万円
　　　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠

金等の代用として、有価証券 7,062 百万円を差し入れておりま
す。

※９．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　担保に供している資産
　　　　有価証券　　　4,784 百万円
　　担保資産に対応する債務
　　　　預金　　　　　   72 百万円
　　　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠

金等の代用として、有価証券 9,295 百万円、預け金 9百万円を
差し入れております。

※10．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律
第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。
なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価にかかる繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上し
ております。

※10．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律
第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。
なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価にかかる繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上し
ております。

再評価を行った年月日    平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１
日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める地価公示法
第６条の規定により公示された価格、および同施行令第２
条第２号に定める国土利用法施行令第９条第１項により
判定された標準価格に基づいて、奥行価格補正、時点修正、
近隣売買事例による補正等合理的調整を行って算出いた
しております。
同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当

期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後
の帳簿価額の合計額との差額は 591 百万円であります。

再評価を行った年月日    平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１
日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める地価公示法
第６条の規定により公示された価格、および同施行令第２
条第２号に定める国土利用法施行令第９条第１項により
判定された標準価格に基づいて、奥行価格補正、時点修正、
近隣売買事例による補正等合理的調整を行って算出いた
しております。
同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当

期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後
の帳簿価額の合計額との差額は 753 百万円であります。

※11．その他の剰余金のうち、商法第 290 条第 1 項第 6 号に規定さ
れている時価を付したことにより増加した純資産額との関係
から、利益の配当に充当することが制限されている金額は、
0百万円であります。

（損益計算書関係）
第　７６　期

自　平成 12 年 4月　1日
至　平成 13 年 3月 31 日

第　７７　期
自　平成 13 年 4月　1日
至　平成 14 年 3月 31 日

※1．その他の経常費用には、債権売却損失引当金繰入額 182 百
万円が含まれております。

※1．その他の経常費用には、債権売却損失引当金繰入額 138 百
万円が含まれております。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

第　７６　期
（自　平成 12 年 4月 1 日　　至　平成 13 年 3月 31 日）

第　７７　期
（自　平成 13 年 4月 1 日　　至　平成 14 年 3月 31 日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係

（単位：百万円）

平成１３年３月３１日現在

現金預け金勘定　　　　　　　　　　　　　　　3,844

日本銀行以外の預け金　　　　　　　　　　 △   349

現金及び現金同等物　　　　　　　　　　      3,495

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係

（単位：百万円）

平成１４年３月３１日現在

現金預け金勘定　　　　　　　　　　　　　　 11,042

日本銀行以外の預け金　　　　　　　　　　 △   606

現金及び現金同等物　　　　　　　　　　     10,436



－　　　－３４

（リース取引関係）

第　７６　期
（自　平成 12 年 4月 1 日　　至　平成 13 年 3月 31 日）

第　７７　期
（自　平成 13 年 4月 1 日　　至　平成 14 年 3月 31 日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期
末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期
末残高相当額

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却
累計額相当額

期 末 残 高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却
累計額相当額

期 末 残 高
相 当 額

動 産   311 百万円   197 百万円   113 百万円 動 産 175 百万円 69 百万円 105 百万円

そ の 他     0 百万円     0 百万円     0 百万円 そ の 他 6百万円 1百万円 5百万円

合 計   311 百万円   198 百万円   113 百万円 合 計 181 百万円 70 百万円 110 百万円

・未経過リース料期末残高相当額
１年内　　　　　　　　　44 百万円
１年超　　　　　　　　  75 百万円
合　計　　　　　　　　 120 百万円

・未経過リース料期末残高相当額
１年内　　　　　　　　　31 百万円
１年超　　　　　　　　  84 百万円
合　計　　　　　　　　 115 百万円

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料　　　　　　59 百万円
減価償却費相当額　　　　50 百万円
支払利息相当額　　　　　 6 百万円

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料　　　　　　58 百万円
減価償却費相当額　　　　50 百万円
支払利息相当額　　　　　 6 百万円

・ 減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ
っております。

・ 利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息
相当額とし各期への配分方法については利息法によっておりま
す。

・ 減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　左

・ 利息相当額の算定方法

同　　　　　左



－　　－３５

（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

（金額単位：百万円）

第７６期（平成１３年３月３１日現在）
期　　別

種　　類 貸借対照表計上額
当期の損益に含まれた評価差

額

売買目的有価証券 25 0

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

（金額単位：百万円）

第７６期（平成１３年３月３１日現在）
期　　別

種　　類
貸借対照表

計　上　額
時　　価 差　　額

うち益 うち損

国　　　債 － － － － －

地　方　債 339 347 8 8 －

社　　　債 － － － － －

そ　の　他 5,897 5,895 △2 26 29

合　計 6,237 6,243 5 35 29

（注）時価は、当期末日における市場価格等に基づいております。

３．その他有価証券で時価のあるもの
　　当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。

　　なお、平成１２年大蔵省令第８号附則第４項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上額は次の

   とおりであります。
（金額単位：百万円）

第７６期（平成１３年３月３１日現在）
期　　別

種　　類
貸借対照表

計　上　額
時　　価 差　　額

うち益 うち損

株　　　式 864 624 △240 6 247

債　　　券 32,845 33,684 838 841 2

国　債 14,621 15,154 533 534 1

地方債 1,479 1,516 37 37 －

社　債 16,744 17,012 267 268 1

そ　の　他 188 144 △44 0 44

合　　計 33,898 34,452 554 848 293

（注）時価は、当期末日における市場価格等に基づいております。

４．当該事業年度中に売却したその他有価証券
（金額単位：百万円）

第７６期（平成１３年３月３１日現在）期　別

種　類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 13,804 322 21



－　　－３６

５．時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額

（金額単位：百万円）

第７６期
（平成１３年３月３１日現在）

満期保有目的の債券

　非上場地方債 －

　非上場事業債 99

　非上場外国証券 －

その他有価証券

　非上場株式（店頭売買株式を除く） 366

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
（金額単位：百万円）

第７６期（平成１３年３月３１日現在）期　別

種　類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　　　券 5,319 16,358 10,506 1,100

国　債 1,588 6,152 6,279 600

地方債 280 167 1,370 －

社　債 3,449 10,038 2,856 500

そ　の　他 － － － 6,086

合　計 5,319 16,358 10,506 7,186

（金銭の信託関係）

　１．運用目的の金銭の信託

　　　　第７６期（自平成 1２年４月１日　至１３年３月３１日）該当ありません。

　２．満期保有目的の金銭の信託

　　　　第７６期（自平成 1２年４月１日　至１３年３月３１日）該当ありません。

　３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

　　　　第７６期（自平成 1２年４月１日　至１３年３月３１日）該当ありません。



－　　－３７

（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

　　　第７７期（自平成 1３年４月１日　至１４年３月３１日）該当ありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

（金額単位：百万円）

第７７期（平成１４年３月３１日現在）
期　　別

種　　類
貸借対照表

計　上　額
時　　価 差　　額

うち益 うち損

国　　　債 － － － － －

地　方　債 381 392 10 10 －

社　　　債 500 466 △　34 － 34

そ　の　他 3,898 3,902 4 61 57

合　計 4,779 4,760 △　18 72 91

（注）１．時価は、当期末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの

（金額単位：百万円）

第７７期（平成１４年３月３１日現在）
期　　別

種　　類 取得原価
貸借対照表

計　上　額
評価差額

うち益 うち損

株　　　式 616 466 △　149 5 155

債　　　券 28,447 28,852 405 438 32

国　債 17,537 17,823 285 286 1

地方債 398 399 0 0 －

社　債 10,510 10,630 119 151 31

そ　の　他 688 581 △　107 0 107

合　　計 29,752 29,900 148 444 295

（注）１．貸借対照表計上額は、株式については当期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算出され
た額により、またそれ以外については、当期末日における市場価格に基づく時価により、それぞ

れ計上したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」は、それぞれ「評価差額」の内訳であります。

４．当該事業年度中に売却したその他有価証券

（金額単位：百万円）

第７７期（平成１４年３月３１日現在）期　別
種　類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 14,419 389 70.



－　　－３８

５．時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額

（金額単位：百万円）

第７７期
（平成１４年３月３１日現在）

満期保有目的の債券

　非上場地方債 －

　非上場事業債 99

　非上場外国証券 －

その他有価証券

　非上場株式（店頭売買株式を除く） 531

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
（金額単位：百万円）

第７７期（平成１４年３月３１日現在）期　別

種　類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　　　券 2,146 17,446 6,656 3,484

国　債 719 10,821 3,281 3,000

地方債 41 206 533 －

社　債 1,386 6,419 2,841 484

そ　の　他 － 699 1,200 2,500

合　計 2,146 18,145 7,856 5,984

（金銭の信託関係）

　１．運用目的の金銭の信託

　　　　第７７期（自平成 1３年４月１日　至１４年３月３１日）該当ありません。

　２．満期保有目的の金銭の信託

　　　　第７７期（自平成 1３年４月１日　至１４年３月３１日）該当ありません。

　３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

　　　　第７７期（自平成 1３年４月１日　至１４年３月３１日）該当ありません。



－　　－３９

（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

第７６期　　自平成１２年　４月　１日

　　　　　　至平成１３年　３月３１日
及び

第７７期　　自平成１３年　４月　１日

　　　　　　至平成１４年　３月３１日

（取引の内容）

　当行の利用しているデリバティブ取引は、金利関連では金利スワップ取引、債券関連では、債券
先物取引、債券店頭オプション取引であります。

（取組方針）

　当行のデリバティブ取引に対する基本的取組方針は、実需に対応するヘッジ取引を基本としてお

ります。

（利用目的）
　当行は保有有価証券の金利上昇リスク及び価格変動リスクヘッジを目的としており、短期間での

キャピタル・ゲイン狙いや投機を目的とする利用は行っておりません。

（リスクの内容）

　デリバティブ取引に内在する主要リスクは、市況変動による市場リスクと取引相手先による信用
リスクです。

　当行が利用しているデリバティブ取引は、実需に対応するヘッジ取引であり、ヘッジ対象取引の

市場リスクとほぼ相殺されています。また当行は信用リスクを考慮し、デリバティブ取引の相手先
を銀行及び証券会社としております。

（取引に関わるリスク管理体制）

取引の実行及び管理は総合企画部証券課で行っており、それぞれの取引についての取引権限及び

取引限度額、さらにロスカットル－ル等を詳細に定めた「証券業務取扱規程」を改定し、「有価証
券運用基準・リスク管理基準」にて、厳格な管理を行っています。

２．取引の時価等に関する事項

　（１）金利関連取引
第７６期（自平成１２年４月１日　至平成１３年３月３１日）及び第７７期（自平成１３年４

月１日　至平成１４年３月３１日）ともに該当ありません。

　（２）通貨関連取引

第７６期（自平成１２年４月１日　至平成１３年３月３１日）及び第７７期（自平成１３年４
月１日　至平成１４年３月３１日）ともに該当ありません。

　（３）株式関連取引

第７６期（自平成１２年４月１日　至平成１３年３月３１日）及び第７７期（自平成１３年４

月１日　至平成１４年３月３１日）ともに該当ありません。

　（４）債券関連取引
第７６期（自平成１２年４月１日　至平成１３年３月３１日）及び第７７期（自平成１３年４

月１日　至平成１４年３月３１日）ともに該当ありません。

　（５）商品関連取引

第７６期（自平成１２年４月１日　至平成１３年３月３１日）及び第７７期（自平成１３年４
月１日　至平成１４年３月３１日）ともに該当ありません。



－　　－４０

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当行は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、これ以外に第二地

銀協厚生年金基金に加入しておりますが、この制度は退職給付会計実務指針第 33 項の例外処理を行う制度であります。

 

２．退職給付債務に関する事項

（金額単位：百万円）

区　　　　　分
第　７６　期

（平成 13 年 3 月 31 日現在）

第　７７　期

（平成 14 年 3 月 31 日現在）

退職給付債務

年金資産

未積立退職給付債務

会計基準変更時差異の未処理額

未認識数理計算上の差異

退職給付引当金

△　768

　　　173

△ 594

189

　 　  　　1

  △　403

△　805

　　　171

△　633

175

　　△　1

　△　459

３．退職給付費用に関する事項

（金額単位：百万円）

区　　　　　分
第　７６　期

（平成 13 年 3 月 31 日現在）

第　７７　期

（平成 14 年 3 月 31 日現在）

勤務費用

利息費用

期待運用収益

過去勤務債務の費用処理額

数理計算上の差異の費用処理額

会計基準変更時差異の費用処理額

厚生年金基金拠出金

退職給付費用

　49

　　　23

△　6

－

－

13

　 　　　32

   　111

46

23

△　6

－

△　0

13

  　　31

 　　108

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

区　　　　　分
第　７６　期

（平成 13 年 3 月 31 日現在）

第　７７　期

（平成 14 年 3 月 31 日現在）

（１）割引率 3.0％ 3.0％

（２）期待運用収益率 3.5％ 3.5％

（３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同　　左

（４） 数理計算上の差異の処理年数 15 年

(発生年度の従業員の平均残存勤

務期間内の一定年数による定額

法により、翌期から損益処理)

同　　左

（５）会計基準変更時差異の処理年数 15 年 同　　左

５．厚生年金基金の年金資産残高のうち当行拠出割合に基づく平成 14 年 3 月 31 日現在の年金資産残高　　660 百万円



－　　　－４１

（税効果会計関係）

第　７６　期
自　平成 12 年 4月　1日
至　平成 13 年 3月 31 日

第　７７　期
自　平成 13 年 4月　1日
至　平成 14 年 3月 31 日

１．繰延税金資産の発生の主な内訳
　　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　  996 百万円
　　退職給付引当金損金算入限度額超過額　  123 百万円
　　減価償却超過額　　　　　　　　　　　  112 百万円
　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　208 百万円
　　その他　　　　　　　　　　　　　　　  168 百万円
　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　1,609 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主な項目別の内訳

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が、法定実効税率の 100 分の 5以下であ
るため注記を省略しております。

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内
訳

　繰延税金資産
　　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　1,254 百万円
　　退職給付引当金損金算入限度額超過額　  148 百万円
　　減価償却超過額　　　　　　　　　　　  107 百万円
　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　278 百万円
　　その他　　　　　　　　　　　　　　　  180 百万円
　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　1,970 百万円
　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　 62 百万円
　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　1,907 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主な項目別の内訳

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が、法定実効税率の 100 分の 5 以下で
あるため注記を省略しております。

（関連当事者との取引）

　第７６期（自平成 12 年 4月 1日　至平成 13 年 3月 31 日）

　（１）親会社及び法人主要株主等

　　　　　該当ありません。

　（２）役員及び個人主要株主等

（金額単位：百万円）
関係内容

属性 会社等の名称 住　　所
資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引
金額

科目
期末
残高

㈱ﾎﾝﾀﾞﾊﾟｰﾂﾅﾆﾜ 大阪府東大阪市 10 自動車販売業 ―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
10

貸出金
―

500
―

関西ﾎﾝﾀﾞﾓｰﾀｰ㈱ 大阪市北区 12 自動車販売･整備業 ―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
13

貸出金
―

569
―

末広商事㈱ 大阪市北区 10 不動産管理業 ―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
1
貸出金
―

27
―

森岡興産㈱ 大阪市北区 10
貸ﾋﾞﾙ･
貸ﾏﾝｼｮﾝ業

―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
6
貸出金
―

212
―

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

ｲﾝﾍﾟﾘｱﾙﾓﾀﾘﾝｸﾞ㈱ 大阪府豊中市 15
自動車販売及び
同部品販売業

―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
4
貸出金
―

122
―

（注）資金の貸付にあたっては、一般取引と同様の基準で審査を行い、取引条件を決定しております。

　（３）子会社等

　　　　　該当ありません。

　（４）兄弟会社等

　　　　　該当ありません。



－　　　－４２

　第７７期（自平成 13 年 4月 1日　至平成 14 年 3月 31 日）

　（１）親会社及び法人主要株主等

　　　　　該当ありません。

　（２）役員及び個人主要株主等

（金額単位：百万円）
関係内容

属性 会社等の名称 住　　所
資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引
金額

科目
期末
残高

㈱ﾎﾝﾀﾞﾊﾟｰﾂｷﾝｷ 大阪府東大阪市 10 自動車販売業 ―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
8
貸出金
―

―
―

関西ﾎﾝﾀﾞﾓｰﾀｰ㈱ 大阪市北区 12 自動車販売･整備業 ―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
21

貸出金
―

705
―

末広商事㈱ 大阪市北区 10 不動産管理業 ―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
1
貸出金
―

51
―

森岡興産㈱ 大阪市北区 10
貸ﾋﾞﾙ･
貸ﾏﾝｼｮﾝ業

―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
5
貸出金
―

210
―

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

ｲﾝﾍﾟﾘｱﾙﾓﾀﾘﾝｸﾞ㈱ 大阪府豊中市 15
自動車販売業び
同部品販売業

―
兼任
１人

なし
資金の貸付
利息の受取

―
2
貸出金
―

55
―

（注）資金の貸付にあたっては、一般取引と同様の基準で審査を行い、取引条件を決定しております。

　（３）子会社等

　　　　該当ありません。

　（４）兄弟会社等

　　　　該当ありません。

（１株当たり情報）

区　　分
第　７６　期

自　平成 12 年 4月　1日
至　平成 13 年 3月 31 日

第　７７　期
自　平成 13 年 4月　1日
至　平成 14 年 3月 31 日

１ 株 当 た り 純 資 産 額 2,844.16 円 2,674.61 円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
（ △ は １ 株 当 た り 当 期 純 損 失 ）

△　591.81 円 △　164.05 円

(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。

　　２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については､当社の株式は非上場､非登録のため記載しておりません。



－　　－４３

　　　⑤　附属明細表
　　　　　　第７７期（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

ａ．有形固定資産等明細表
（金額単位　百万円）

減価償却累計額又は
資 産 の 種 類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 償却累計額 当 期

償 却 額

差　　　引
当期末残高

摘要

土 地   2,190 － －   2,190      －    －   2,190

建 物 1,925 0 － 1,926 1,380 39 545

動 産 1,990 45 38 1,998 1,739 69 259

建 設
仮 払 金

－ － － － － － －

有

形

固

定

資

産 計 6,107 46 38 6,115 3,119 109 2,995

無定 － － － － － － － －

形資

固産 計 － － － － － － －

その他 301 67 42 326 216 55 110

（注）１．土地、建物、動産の３つの項目は、貸借対照表上では「土地建物動産」に計上しております。
２．その他は長期前払費用であります。

ｂ．資本金等明細表
（金額単位　百万円）

区　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘要

資　　本　　金 3,862 ― ― 3,862

うち既発行株式 普通株式 （3,007,700 株)（ 　　―　株) （ 　　―　株) （3,007,700 株)

資本準備金及びそ
の他の資本剰余金

（資本準備金）
株式払込剰余金

1,847 ― ― 1,847

（利益準備金） 335 20 ― 356 (注)

（任意積立金）
退職給与積立金

101 ― ― 101

別途積立金 2,190 1,500 690

利益準備金及び
任意積立金

計 2,628 20 1,500 1,149 ―

（注）当期増加額は、前期決算の利益処分及び当期中間配当に伴う積立によるものであります。



－　　－４４

ｃ．引当金明細表
（金額単位　百万円）

当期減少額
区　　分 前期末残高 当期増加額

目的使用 その他
当期末残高 摘要

一般貸倒引当金 975 1,392 －
※

975
1,392 ※洗替による取崩額引

当
金

貸

倒 個別貸倒引当金 4,467 1,027 65
※

149
5,279 ※洗替による取崩額

賞 与 引 当 金 119 120 119 － 120

債権売却損失引当金 182 138 182 － 138

計 5,625 2,583 248 1,150 6,810

（注）従業員賞与の未払計上額については、従来「未払費用」として計上しておりましたが、当事業年度
から「賞与引当金」として計上しております。

　　　なお、賞与引当金の前期末残高の金額は、前事業年度において、「未払費用」として計上していた
金額を記載しております。

　　　未払法人税等
（金額単位　百万円）

当 期 減 少 額
区　　分 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額

目 的 使 用 そ の 他
当 期 末 残 高 摘 要

未 払 法 人 税 等 4 11 4  － 11

未 払 法 人 税 等 4 11 4  － 11

未 払 事 業 税 － － －  － －

　　（２）主な資産及び負債の内容

　　　第７６期末の主な資産及び負債の内容は、次のとおりであります。

　　　①　資産の部

預 け 金 日本銀行への預け金 848 百万円、他行への預け金 606 百万円であります。

そ の 他 の 証 券 外国証券 3,898 百万円その他であります。

未 収 収 益 有価証券利息 71 百万円及び貸出金利息 107 百万円等であります。

そ の 他 の 資 産 仮払金 291 百万円、長期前払費用 110 百万円その他であります。

　　　②　負債の部

そ の 他 の 預 金 別段預金 892 百万円その他であります。

未 払 費 用 預金利息 255 百万円その他であります。

前 受 収 益 貸出金利息 134 百万円その他であります。

そ の 他 の 負 債 預金利子税等預り金 11 百万円、代理店借 475 百万円、仮受金 145 百万円

その他であります。

　　（３）その他

　　　　　　該当ありません。



－４５－

　第６　提出会社の株式事務の概要

決 算 期 ３　月　３１　日 定時株主総会 ６月中

株主名簿閉鎖の期間
４月１日からその決算期に関する

定時総会の終結の日まで
基 準 日 ３月３１日

中 間 配 当 基 準 日 ９月３０日

株 券 の 種 類
１株券 １０株券 ５０株券 １００株券

１０００株券 １００００株券の６種類
１ 単 元 の 株 式 数 １００株

取扱場所 奈良市下三条町８番地　株式会社　奈良銀行本店　総務部

代理人 ありません

取次所 株式会社　奈良銀行本支店および出張所

名義書換手数料 株券の発行を伴わない名義変更
株券 1枚につき

１００円（消費税別）

株 式 の 名 義 書 換 え

新券交付手数料
株券の分割・併合、毀損・汚損

および喪失等による再発行

株券 1枚につき

３００円（消費税別）

取扱場所 奈良市下三条町８番地　株式会社　奈良銀行本店　総務部

代理人 ありません

取次所 株式会社　奈良銀行本支店および出張所

単 元 未 満 株 式 の

買 取 り

買取手数料 無　　　　料

公 告 掲 載 新 聞 名 奈良市において発行する奈良新聞

株 主 に 対 す る 特 典 ありません



－４６－

　第７　提出会社の参考情報

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（１）有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第 76 期）

自　平成１２年４月　１日

至　平成１３年３月３１日

平成１３年　６月２８日

近畿財務局長に提出

（２）有価証券報告書の訂正報告書 事業年度

（第 76 期）

自　平成１２年４月　１日

至　平成１３年３月３１日

平成１３年　８月　９日

近畿財務局長に提出

（３）臨時報告書（株式移転に係わる株主総会の決議） 平成１３年１１月　６日

近畿財務局長に提出

（４）臨時報告書（親会社及び主要株主の異動） 平成１３年１２月１２日

近畿財務局長に提出

（５）臨時報告書（親会社及び主要株主の異動）の訂正報告書 平成１３年１２月１４日

近畿財務局長に提出

（６）半期報告書 事業年度

（第 77 期中）

自　平成１３年４月　１日

至　平成１３年９月３０日

平成１３年１２月２０日

近畿財務局長に提出

（７）有価証券報告書の訂正報告書 事業年度

（第 73 期）

自　平成　９年４月　１日

至　平成１０年３月３１日

平成１４年　６月２６日

近畿財務局長に提出

（８）有価証券報告書の訂正報告書 事業年度

（第 74 期）

自　平成１０年４月　１日

至　平成１１年３月３１日

平成１４年　６月２６日

近畿財務局長に提出

（９）有価証券報告書の訂正報告書 事業年度

（第 75 期）

自　平成１１年４月　１日

至　平成１２年３月３１日

平成１４年　６月２６日

近畿財務局長に提出

（10）有価証券報告書の訂正報告書 事業年度

（第 76 期）

自　平成１２年４月　１日

至　平成１３年３月３１日

平成１４年　６月２６日

近畿財務局長に提出
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第二部　提出会社の保証会社等の情報

　　　　該当ありません。          
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